
主要都市の高度利用地地価動向報告（北陸地方管内）
～ 地価ＬＯＯＫレポート ～

【第34回】平成28年第1四半期（平成28年1月1日～平成28年4月1日）の動向

北陸地方管内においては、上記対象地域のうちの３地区（新潟市・富山市・金沢市）について

掲載しています。
全国版の調査結果は本省ＨＰ【 http://tochi.mlit.go.jp/kakaku/chika-look 】にて公開しています。





第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期
H27.4.1
～H27.7.1
総合評価

H27.7.1
～H27.10.1
総合評価

H27.10.1
～H28.1.1
総合評価

H28.1.1
～H28.4.1
総合評価

新潟県 新潟市 中央区 新潟駅南 商業 JR新潟駅南口周辺。中高層の店舗ビルが建ち並ぶ商業地区。

富山県 富山市 富山駅周辺 商業
JR富山駅周辺。JR富山駅の南側に位置し、中高層の店舗やホテ
ル等が建ち並ぶ駅前の商業地区。

石川県 金沢市 金沢駅周辺 商業
JR金沢駅周辺。金沢駅東側を中心にホテル、事務所等が建ち並
ぶ商業地区。

都道府県 都市名 行政区 地区 区分 地区の特徴

各地区の総合評価（変動率）推移

新潟駅南は、前回に引き続き横ばい
富山駅周辺は、０～３%の上昇 （対象地区を西町・総曲輪から富山駅周辺に変更）

金沢駅周辺は、前回に引き続き３～６%の上昇



新潟駅南地区（新潟市中央区）

0%
横ばい

H28.1.1
～H28.4.1

0%
横ばい

H27.4.1
～H27.7.1

H27.7.1
～H27.10.1

0%
横ばい

H27.10.1
～H28.1.1

0%
横ばい



富山駅周辺（富山市）

H27.7.1
～H27.10.1

H28.1.1
～H28.4.1

H27.4.1
～H27.7.1

H27.10.1
～H28.1.1

0～3%
上昇

※H28第1四半期から、対象地区を西町・総曲輪から富山駅周辺に変更



金沢駅周辺地区（金沢市）

3～6%
上昇

H27.7.1
～H27.10.1

0～3%
上昇

0～3%
上昇

H28.1.1
～H28.4.1

H27.4.1
～H27.7.1

H27.10.1
～H28.1.1

3～6%
上昇



参考資料（経済情勢）

【総括判断】

【各項目の判断】

項目 前回（28年1月判断） 今回（28年4月判断）

個人消費 緩やかに持ち直している。 緩やかに持ち直している。

生産活動 緩やかに持ち直しつつある。 緩やかに持ち直しつつある。

設備投資 27年度は増加見込みとなっている。 27年度は増加見込みとなっている。

雇用情勢 改善しつつある。 緩やかに改善している。

住宅建設 持ち直しつつある。 持ち直しつつある。

公共事業 前年を下回っている。 前年を上回っているものの、低水準で推移している。

企業収益 27年度は増益見込みとなっている。 27年度は減益見込みとなっている。

企業の景況感 「下降」超幅が横ばいとなっている。 「下降」超幅が拡大している。

出典：関東財務局新潟財務事務所「県内経済情勢報告」

持ち直しが続いている。

　先行きについては、各種政策の効果により、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、海外景気の下振れなど、景気を下押しするリスクに留意する
必要がある。

新 潟 県 内 経 済 情 勢



【総括判断】

【各項目の判断】

項目 前回（28年1月判断） 今回（28年4月判断）

個人消費 回復している。 回復している。

生産活動 緩やかに回復しつつある。 緩やかに回復しつつある。

設備投資 27年度は増加見込みとなっている。 27年度は増加見込みとなっている。

雇用情勢
着実に改善している。
一部では、人手不足感が強まっている。

着実に改善している。
一部では、人手不足感が強まっている。

住宅建設 緩やかに回復しつつある。 回復しつつある。

公共事業 前年を下回っている。 前年を下回っている。

企業収益 27年度は増益見込みとなっている。 27年度は増益見込みとなっている。

企業の景況感 全産業では「下降」超に転じている。 全産業では「下降」超となっている。

出典：北陸財務局富山財務事務所「富山県内経済情勢」

県内経済は、総じて回復している。

　先行きについては、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、着実に回復を続けていくことが期待される。
　なお、海外景気の下振れなどが景気を下押しするリスクとなっているほか、人手不足に伴う企業活動への影響が懸念されることから、これらの動向に留意
する必要がある。また、平成28年（2016年）熊本地震の影響に注視する必要がある。

富 山 県 内 経 済 情 勢



【総括判断】

【各項目の判断】

項目 前回（28年1月判断） 今回（28年4月判断）

個人消費 回復している。 回復している。

生産活動 着実に回復している。 着実に回復している。

設備投資 27年度は減少見込みとなっている。 27年度は減少見込みとなっている。

雇用情勢
着実に改善している。
一部では、人手不足感が強まっている。

着実に改善している。
一部では、人手不足感が強まっている。

住宅建設 回復しつつある。 緩やかに回復している。

公共事業 前年を上回っている。 前年を上回っている。

企業収益 27年度は増益見込みとなっている。 27年度は増益見込みとなっている。

企業の景況感 全産業では「上昇」超となっている。 全産業では「下降」超となっている。

出典：北陸財務局「石川県内経済情勢」

県内経済は、回復している。

　先行きについては、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、着実に回復を続けていくことが期待される。
　なお、海外景気の下振れなどが景気を下押しするリスクとなっているほか、人手不足に伴う企業活動への影響が懸念されることから、これらの動向に留意
する必要がある。また、平成28年（2016年）熊本地震の影響に注視する必要がある。

石 川 県 内 経 済 情 勢



参考資料（土地所有権移転の動向）

出典：法務省「法務統計月報」
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売買による土地所有権移転件数の推移（新潟県内）

(件)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 1,679 1,516 1,715 1,748 1,583 1,564 1,895 1,897 2,250 1,794 1,420 1,727
平成24年度 1,488 1,535 1,665 1,753 1,754 1,503 1,713 2,010 2,326 1,691 1,597 2,134
平成25年度 1,767 1,833 1,789 2,259 1,850 1,794 2,137 1,936 2,330 2,129 1,839 2,233
平成26年度 1,764 1,624 1,597 1,904 1,526 1,597 1,922 1,957 2,318 1,973 1,817 2,353
平成27年度 1,655 1,559 1,887 1,939 1,587 1,538 2,173 1,930 2,287 1,833 1,996 2,172



出典：法務省「法務統計月報」
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(件)
売買による土地所有権移転登記件数の推移（富山県内）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 699 631 690 716 802 657 700 759 868 588 638 831
平成24年度 701 753 753 700 802 706 808 896 983 636 813 974
平成25年度 770 728 765 842 751 883 996 763 958 614 619 1,142
平成26年度 844 686 732 773 727 808 913 750 865 622 692 889
平成27年度 691 662 804 777 702 706 768 736 1,046 566 695 966



出典：法務省「法務統計月報」
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売買による土地所有権移転登記件数の推移（石川県内）
（件）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 996 729 805 842 768 698 800 903 1,075 689 684 920
平成24年度 1,004 801 829 865 826 767 913 977 947 557 716 962
平成25年度 1,171 860 755 1,037 905 786 1,022 904 926 783 826 965
平成26年度 1,060 858 874 863 781 833 1,059 843 949 830 808 1,095
平成27年度 972 923 1,053 1,056 908 800 1,020 1,007 941 801 915 961



参考資料（住宅市場の動向）

出典：国土交通省「建築着工統計」
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新設住宅着工戸数の推移（新潟県内）

(戸)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 915 1,021 1,055 1,270 1,203 890 706 883 938 1,035 557 896
平成24年度 1,157 1,037 988 1,322 926 975 1,264 1,094 702 479 506 1,040
平成25年度 1,202 1,076 996 1,056 1,158 1,887 1,654 1,504 964 538 562 979
平成26年度 1,142 971 907 1,242 896 989 1,157 1,015 1,060 525 592 1,066
平成27年度 1,112 1,088 1,196 959 1,001 1,062 935 1,118 900 537 691 1,049



出典：国土交通省「建築着工統計」
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(戸)
新設住宅着工戸数の推移（富山県内）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 303 710 531 531 730 444 546 412 445 305 385 373
平成24年度 404 484 366 482 487 486 532 503 385 447 356 538
平成25年度 544 444 633 438 474 798 602 569 566 439 331 292
平成26年度 458 421 512 637 402 487 550 464 524 318 244 510
平成27年度 470 379 749 570 479 586 514 594 415 349 413 743



出典：国土交通省「建築着工統計」
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新設住宅着工戸数の推移（石川県内）
（戸）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成23年度 873 574 585 759 527 525 648 553 465 365 342 442
平成24年度 489 622 509 495 511 623 621 612 533 424 460 508
平成25年度 654 618 719 680 587 499 906 828 679 355 373 523
平成26年度 484 487 590 705 529 613 676 635 485 405 589 568
平成27年度 605 486 704 509 600 714 689 772 645 435 403 521



地価LOOKレポートご利用にあたっての注意事項

本報告の作成に当たっては細心の注意を払っておりますが、本報告の結果
を用いた投資判断等は利用者の責任において行っていただくようお願いいた
します。国土交通省は、本報告の結果を利用したことにより生じたいかなる損
害についてもその責任を免れるものとします。


